




序　　　　　文

急速な経済成長を象徴する GDP とは対照的に、世界の貧困人口の 3 分の 1 を抱えるインド

の保健指標は著しく低いのが実情です。乳幼児死亡率、妊産婦死亡率ともミレニアム開発目標

（MDG）の達成のためには相当の努力を要するとみられています。

インド政府保健家族福祉省は 2005 年、各州政府に対する財政支援をインセンティブとし農村

保健の包括的改善をめざす国家農村保健計画（NRHM）（2005-2012）を発表、同年母子保健分野

の中核的推進プログラムとして「リプロダクティブヘルス及び子どもの健康（2005-2010）（RCH-2）」
を開始しました。同政策は第 11 次 5 カ年計画（2007-2012）にも引継がれ、地方分権による保健

セクター改革を通じた農村母子保健の改善が国家政策の重点課題のひとつとして位置づけられて

います。

JICA はこうした国家政策の枠組みに従い、安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの利用

が増加することを目的に、マディヤプラデシュ州保健家族福祉局（DoHFW）をカウンターパー

ト機関として、個別専門家派遣と機材供与による「女性のリプロダクティブヘルスの向上及びエ

ンパワーメントプロジェクト（2005.9-2006.9）」を実施しました。この活動を通じて有効と認め

られた方法をもとに現在、2007 年 1 月から 2011 年 1 月までの 4 年間を協力期間としてサーガル

地域全域（5 県 37 郡）を対象とした技術協力プロジェクト「マディヤプラデシュ州リプロダクティ

ブヘルスプロジェクト（フェーズⅡ）」を実施しています。

本年 1 月中旬にプロジェクト協力期間の中間点が過ぎたところ、2009 年 2 月 8 日～ 27 日の日

程で、中間レビュー調査が実施されました。DoHFW と合同でプロジェクトの活動実績や目標・

成果の達成状況を総合的に検証し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発

展性）の各視点から包括的な評価・分析を行い、評価結果を「合同評価報告書」として取りまと

めました。さらに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、協議結果

を協議議事録として取りまとめ、インド側と署名により確認を行いました。

この報告書は、今回のレビュー調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力

事業を効果的かつ効率的に実施していくための参考として、活用されることを願うものです。

この調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成 21 年 5 月

独立行政法人国際協力機構
インド事務所長　入柿　秀俊
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アーシャ（ASHA）（右端）とサブ保健センター（SHC）

のサービス受益者
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VHND に妊婦の血圧を測る ANM村落保健栄養の日（VHND）の開催準備



PHC 内母子保健棟。PHC 配属の ANMSarra 基礎保健センター（PHC）

県主席医療保健官（CMHO）のオフィスで打合せ

する合同調査団。中央奥は合同調査団員の Dr. 

S.K.Srivastava 次長、右が CMHO

分別廃棄

プロジェクト開発の SBA 教材。州の研修機関、

州立保健管理コミュニケーション研究所（SIHMC）

でも SBA の講師研修に採用済み。

コミュニティ保健センター（CHC）で SBA 研修受

講中のスタッフ　ナースと ANM



CHCCHC 入口

サーガル県病院NRHM 予算を使って拡張工事中の CHC

県プログラム運営管理官事務所サーガル県 ANM 研修センター



ANM 研修センター職員。左端が所長ANM 研修センター中庭

新規・廃棄機材ともに雨ざらしになっている

サーガル県行政長官（中央）と面談する調査団

長官の右は県病院長

ANM 研修センターで初任者研修を受ける研修生

合同レビュー調査団報告会で今後の方針につい

て報告する Agnani 保健局長

合同レビュー調査団報告会
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略　語 正　式　名　称 和　訳

ANC Antenatal Care 産前ケア

ANM Auxiliary Nurse Midwife 准看護助産師

ASHA Accredited Social Health Activist アーシャ（村の保健ボランティア）

AWC Anganwadi Centre アンガンワディ・センター（女性・子ども省
の普及センター）

AWW Anganwadi Worker アンガンワディ・ワーカー（女性・子ども省
の普及員）

BMO Block Medical Officer 医務官

BMW Bio Medical Waste Management 医療廃棄物処理

BPM Block Programme Manager 郡（NRHM）プログラム運営管理官

CDPO Child Development Project Officer 子ども開発行政官（州女性 ･ 子ども開発局の
郡レベルの行政官）

CHC Community Health Centre コミュニティ保健センター

CMHO Community Medical and Health Officer 県主席医療保健官

C/P Counterpart カウンターパート

DC District Collector 県徴税官（IAS）

DEO Data Entry Operator データ入力操作員

DoHFW Department of Health and Family Welfare 州保健家族福祉局

DPHNO District Public Health Nursing Officer 県公衆衛生看護官（正看護師）

DPM District Program Manager 県（NRHM）プログラム運営管理官

DTC District Training Centre 県研修センター

DWCD Depar tment  of  Women and  Chi ld 
Development （州）女性 ･子ども開発局

EBPM Evidence Based Planning and Manage-
ment エビデンスに基づく計画管理

HMIS Health Management Information System 保健マネジメント情報システム

HRM Human Resource Management 人材マネジメント

IEC Information Education and Communic-
ation 情報、教育、コミュニケーション（啓発）

INC Intra Natal Care 出産時ケア

IFA Iron and Folic Acid 鉄・葉酸（製剤）

IMEP Infection Management & Environment 
Prevention 院内感染予防及び環境衛生管理

IMR Infant Mortality Rate 乳幼児死亡率

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会

JPY Japanese Yen 日本円

JRM Joint Review Mission 合同レビュー調査団

JSY Janani Suraksha Yojana 施設分娩に対する補助金



LHV Lady Health Visitor 准看護助産師（ANM に対する女性指導員）

MCH Maternal and Child Health 母子保健

MMR Maternal Mortality Rate 妊産婦死亡率

MP Madhya Pradesh マディヤプラデシュ

MP-PCB Madhya Pradesh Pollution Control Board マディヤプラデシュ州公害管理委員会

MPW-males Multi-purpose (Health) Worker 多目的保健要員

NBC New Born Care 新生児ケア

NFHS National Family Health Survey 国家家族保健サーベイ

NHSRC National Health System Resource Centre 国家保健システム情報センター

NRHM National Rural Health Mission 国家農村保健計画

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PHC Primary Health Centre 基礎保健センター（通常 6 床）

PIP Program Implementation Plan プログラム実施計画（中央、州、県）

PNC Post Natal Care 産後ケア

PO Plan of Operation プロジェクト活動計画

RCH Reproductive and Child Health リプロダクティブヘルス及び子どもの健康プ
ログラム

RJD Regional Joint Director 地域担当次長

SBA Skilled Birth Attendance 熟練助産婦

SHC Sub-health Centre サブ保健センター

SIHMC State Institute of Health Management 
Communication 州立保健管理コミュニケーション研究所

SN Staff Nurse スタッフナース（看護師）

ST Scheduled Tribe 指定部族

TA Technical Assistance 技術支援

TBA Traditional Birth Attendant 伝統的助産師（産婆）

TC Technical Cooperration 技術協力

TQM Total Quality Management 総合品質管理

TRF Total Fertility Rate 合計特殊出生率

VHND Village Health Nutrition Day 村落保健栄養の日
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中間レビュー調査結果要約表

１.　案件の概要

国名： インド
案 件名：マディヤプラデシュ州リプロダクティブヘルスプロジェ

クト（フェーズⅡ）

分野： 保健医療（母子保健・

リプロダクティブヘ

ルス）

援助形態： 技術協力プロジェクト

所轄部署：JICA インド事務所
協力金額 （評価時点）：

　総投入額　1 億 2,000 万円

協力期間 （R/D）: 
2006 年 12 月～ 2011 年 1 月

先 方関係機関：（実施機関）州保健家族福祉局（DoHFW）

リプロダクティブヘルス（RCH）部

１－１　協力の背景と概要

インドは人口安定化を国家政策として重視しているが、低開発地域とされている北インドは、

いまだに「多産多死」の状況にある。プロジェクト対象地域であるマディヤプラデシュ（Madhya 
Pradesh：MP）州は、最貧困州の１つであるとともに、妊産婦及び乳児死亡率は全国平均を大き

く下回り、とりわけ農村部の実態は劣悪である。

こうした状況を改善するためインド政府は、第 10 次 5 カ年計画（2002-2007）において、妊

産婦・乳幼児死亡率の引下げ目標を含む保健医療の改善を国家の重点課題と位置づけた。これ

を受けて中央保健家族福祉省は、各州政府に対する財政支援をインセンティブとし農村保健の

包括的改善をめざす「国家農村保健計画 （2005-2012、National Rural Health Mission：NRHM）」を

発表、同年母子保健分野の中核的推進プログラムとして「リプロダクティブヘルス及び子ども

の健康（2005-2010、Reproductive and Child Health：RCH-2）」を開始した。同政策は第 11 次 5 カ

年計画（2007-2012）にも引継がれ、地方分権による保健セクター改革を通じた農村母子保健の

改善が国家政策の重点課題のひとつとして位置づけられている。

こうしたなか、安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの利用が増加することを目的に、

MP 州保健家族福祉局（Department of Health and Family Welfare：DoHFW）をカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として、個別専門家派遣と機材供与による「女性のリプロダクティブヘ

ルスの向上及びエンパワーメントプロジェクト（2005.9-2006.9）」が、MP 州 Sagar 地域の 2 県 4
郡をパイロット地区として実施された。さらに、この活動を通じて有効と認められた方法を体

系化し、地域全域（5 県 37 郡）に拡大した、技術協力プロジェクト「MP 州リプロダクティブ

ヘルスプロジェクト（フェーズⅡ）」の R/D が、2006 年 12 月に締結された。プロジェクトは、

2007 年 1 月から 2011 年 1 月までの 4 年間を協力期間として実施されており、現在、2 名の長期

専門家（チーフアドバイザー、業務調整兼保健情報管理システム）が派遣されている。

１－２　協力内容

本プロジェクトは、上記の国家プログラム（NRHM/RCH-2）の枠組みの中に位置づけられ、サー

ビスの質の向上を通じて、安全な妊娠・出産に関するサービスの利用率の増加を目的としている。
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⑴　上位目標

　　対象地域の妊産婦と新生児の健康状態が改善する。

⑵　プロジェクト目標

　　安全な母性の健康に関する良質なサービスを利用する妊婦や母親の数が増加する。

⑶　成果

　目標達成のため設定されている成果は、①准看護助産師（Auxiliary Nurse Midwife：ANM/
（Lady Health Visitor：LHV）による助産業務の質が向上する、②対象地域の公的分娩施設

［コミュニティ保健センター（Community Health Centre：CHC）、基礎保健センター（Primary 
Health Centre：PHC）］において清潔で安全な分娩ができるようになる、③郡医務官とそのチー

ムによる ANM と LHV に対する監督がより密接に行われる、④コミュニティによる安全な

母性健康ケアに対する要求が増加する、である。

⑷　投入（評価時点）

　　日本側：総投入額　約 3 億 2,000 万円

　　　長期専門家派遣　　2 名　　インド人スタッフ　　17 名

　　　短期専門家派遣　　2 名　　研修員受入　　2 名（ほかに地域ワークショップ派遣 5 名）

　　　ローカルコスト負担　5,034 万 7,500 円（2,031 万 7,800Rs.）
　　相手国（インド）側：

　　　カウンターパート配置　　8 名（州レベル）

　　　ローカルコスト負担　出版物の出版費、医療機関の整備コストなど

２. 評価調査団の概要

調

査

者

総括 / 団長

協力企画

オブザーバー

評価分析

杉下　智彦

佐々木　結

長野　悠志

本間　まり子

JICA 国際協力専門員

JICA インド事務所 職員

JICA インド事務所 OJT 職員

インテムコンサルティング（株）社会開発部 コンサルタント

調査期間 2009 年 2 月 8 日～ 2009 年 2 月 27 日 評価種類：中間レビュー

３. 評価結果の概要

３－１　実績の確認

⑴　活動実績

　活動は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matorix：PDM）に基づいて、

おおむね計画どおり実施されている。NRHM/RCH-2 の方向性に合わせて、プロジェクトは

柔軟な対応を行っている。

⑵　成果の達成状況

　主な成果は、パイロット地域においてはおおむね計画どおり達成されている。今後プロ

ジェクト地域全体への普及活動が進められる予定であり、その実施状況により、その達成

度が影響されると判断される。
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⑶　プロジェクト目標の達成度

　パイロット地域においては主な成果は達成されつつあるが、プロジェクト目標達成のため

に、プロジェクト対象地域全体への普及（スケールアップ）の取り組みが必要である。残さ

れたプロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成するために、スケールアップを効果的に

促進するべく、C/P による自発的な実践とそれを可能にする能力強化など、プロジェクトの

活動内容や取り組み方法について検討される必要がある。

３－２　評価結果の要約

⑴　妥当性

　　プロジェクトは以下の理由により妥当であると判断される。

　・　 本プロジェクトは、国家保健プログラム（NRHM/RCH-2）の枠組みの中に位置づけられ

ている。さらに、上位目標にも含まれる妊産婦死亡率の減少は、同国のミレニアム開発

目標（MDG）の達成にも貢献する。JICA においても、保健医療分野に対する支援は、

対インド国別援助計画において「貧困削減」に貢献するものとして重点目標に位置づけ

られており、優先度は高い。

　・　�プロジェクト対象である MP 州は最貧困 4 州に含まれており、また、リプロダクティブ

ヘルス指標において最も後発的な州のひとつであり、ターゲットとして妥当である。

　・　�プロジェクトが採用している、フロントラインのANMの位置づけや機能の強化に着目し、

彼らの機能強化や活動実施体制の改善をめざすアプローチは、保健制度全体の発展のた

めのボトルネックの改善を可能にするものであると考えられる。4 つの成果は重要な要

素であり、相互作用も発現している。

⑵　有効性

　　以下の理由により、プロジェクトの有効性は高いと判断される。

　・　�プロジェクトが焦点をあてて取り組んでいる ANM による産前ケア（Antenatal Care：
ANC）検診の質の改善は、プロジェクト目標達成の促進要因となっており、4 つの成果は、

相互に関連しあって相乗効果を生みだしているため、そのアプローチの有効性は高いと

判断される。しかし、プロジェクト対象地域全体への普及（スケールアップ）に向けた

取り組みを今後行ううえで、そのための活動や成果を再検討する必要がある。

　・　�上記のように、ANM による ANC 検診の質の向上は、直接的にプロジェクト目標の達成

に結びつくだけでなく、プロジェクト関係者の意識を高め、プロジェクト活動全体を遂

行する牽引力となっている。また、頻繁な関係者によるプロジェクトサイトの訪問は、

モニタリング効果だけでなく、フロントラインのやる気を刺激するものとして有効であ

る。

⑶　効率性

　�　以下の理由により、現在のインドの状況において、プロジェクトは効率的であると判断さ

れる。　　

　・　�プロジェクトが、フロントラインにある ANM の機能強化や活動実施体制の改善をめざ

したことは、保健制度全体の発展のためのボトルネックの改善を可能にするものである

と考えられる。

　・　�フロントラインのスタッフ間の役割分担やチーム内の協力体制の整備もまた、活動実

施における促進要因となっている。さらに、コミュニティでの活動における、アーシャ
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（Accredited Social Health Activist：ASHA、村の保健ボランティア）やアンガンワディ・ワー

カー（Anganwadi Worker：AWW、女性・子ども省の普及員）といったコミュニティに密

着したフィールドワーカーとの連携は、村落保健栄養の日（Village Health Nutrition Day：
VHND）などのコミュニティでのイベント開催時だけでなく、定期的な ANC 検診にお

いても、コミュニティ女性へのアウトリーチを容易にしている。

　・　�投入内容に関しては、予定どおり実施されており、量及びタイミングについて大きな問

題はみられない。しかし、C/P の交代が頻繁に行われている。現在、インド政府側の状

況を大きく考慮した形での投入となっているが、今後は、NRHM や州政府の自発的な

投入による活動の促進が期待される。

　・　�設定されている外部条件である「プロジェクトの対象となる病院・診療所に医療従事者

が適切に配置されている」は、現在は空席ポストが多く、十分に充たされていない。

⑷　インパクト

　 　プロジェクトの上位目標の達成の見込みについて判断するには、時期尚早である。しかし、

これまでの活動を通じて、以下のような波及効果が生じている。

　・　�最も大きなインパクトは、専門的技術をもったサービス提供者としての自信や自覚、熱

意の獲得といった ANM の変化である。こうした変化に伴い、適切な ANC 検診を通じて、

異常妊娠が早期に発見され大きな医療施設に転送された事例も確認されている。こうし

た ANM たちの変化は、コミュニティにも認識され、その存在が受け入れられ、尊重さ

れるようになってきている。

　・　�他の医療関係者、特に医者や看護師たちが、ANMの技術力や重要性を認識するようになっ

ている。さらに、男性保健員（Male supervisors）や多目的保健要員［Multi-purpose（Health）
Worker：MPW-males］といった他のフロントラインワーカーを刺激し、彼らのやる気を

促進している。また、ANM の夫による協力も得られるようになっている。

　・　�一方で MPW-males たちは特に目立った支援は受けておらず、技術力が不足したままで

あり、プロジェクトから排除されているといった印象を受けている。また、社会階層や

ジェンダーに関して特に取り組みはなされていない。今後、プロジェクト活動を通じた

変化が確認されることが期待される。

 
⑸　自立発展性

　　自立発展性の確保に向けて、今後以下のような取り組みがなされることが期待される。

　・　�上記のとおり、プロジェクトは NRHM/RCH-II の中に位置づけられている。そのため、

現在プロジェクトで実施されている活動は、同プログラムが終了する 2012 年までは、

同プログラムに引き継がれることが期待されている。今後自立発展性の確保のために、

MP 州政府側から、経済的政策的に強いコミットメントが提示されることが期待される。

　・　�プロジェクトにより達成された成果が、州の保健制度内において継続されるよう、制

度化への取り組みが必要である。特に ANM などのフロントラインのスタッフたちの活

動への支援が、州の政策やプログラムにより継続されるよう、医療制度の整備が期待

されている。例えば、州立保健管理コミュニケーション研究所（State Institute of Health 
Management Communication：SIHNC）や医科大学などの政府の保健関連機関との連携が

確立することが期待される。

　・　�ANM たちは、プロジェクトが終了しても、習得した技術を継続して活用していく能力

と自信を獲得している。また、既に良質なサービスを経験したコミュニティがその継続
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を求めており、サービスの低下は難しいと考えられる。現在、実施体制において、プロ

ジェクトのコーディネーターによる役割が大きいため、それを補うようポストの設置と

いった体制の整備が必要である。

３－３　効果発現に貢献した要因

⑴　計画内容に関すること

　・　�プロジェクトが、フロントラインにある ANM の位置づけや機能の強化に着目し、彼ら

の機能強化や活動実施体制の改善をめざしたことは、各成果を達成する促進要因となる

ばかりでなく、保健制度全体の発展のためのボトルネックの改善を可能にするものであ

ると考えられる。

⑵　実施プロセスに関すること

　・　�ANM による ANC 検診の質の向上は、プロジェクト関係者の意識を高め、プロジェクト

活動全体を遂行する牽引力にもなっている。また、頻繁な関係者によるプロジェクトサ

イトの訪問は、モニタリング効果だけでなく、フロントラインのやる気を刺激するもの

として有効である。

　・　�プロジェクト対象者である ANM は、非常に積極的にプロジェクト活動に参加しており、

それにより目覚ましい変化をみせている。コミュニティの住民たちは、ANM によるサー

ビスの質が改善したことでその必要性を認識し、積極的に ANC 検診等のフロントライ

ンサービスを活用するようになってきている。

　・　�プロジェクトチームは、2 名の日本人専門家のほかに、インド人専門スタッフによって

構成されている。チーム内の関係は非常に良好であり、インド人スタッフの地元に根付

いた知識やネットワークが、これまでの導入時期におけるプロジェクトの成果を達成す

るうえでの促進要因となっている。また、郡のコーディネーターの役割は大きく、関係

者のネットワークを構築し、問題を解決し、やる気を促進している。

　・　�ASHA や AWW といったコミュニティに密着したフィールドワーカーとの連携は、対象

となるコミュニティ女性へのアウトリーチを容易にし、コミュニティでの活動の促進要

因となっている。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

⑴　計画内容に関すること

　・　�プロジェクト目標や成果の指標になっている「施設分娩の数」は、NRHM/RCH-2 によっ

て実施されている JSY（Janani Suraksha Yojana、施設分娩に対する補助金）スキームによ

り増加しており、プロジェクトの達成度を図る指標として適切ではなくなっている。

⑵　実施プロセスに関すること

　・　�プロジェクトチームによる強力な技術支援が、ときに C/P の役割を肩代わりするような

傾向がみられる。

　・　�プロジェクトチームでは、頻繁なミーティングの開催や、出張ごとの報告がなされるも

のの、定期的な会議や報告書の提出は設定されておらず、モニタリング体制が不明確で

ある。

　・　�ドナー間の横のつながりは弱く、持続可能性を確保するうえで、阻害要因になる可能性

がある。
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３－５　結論

プロジェクトは、インド政府が推進する政策実施を相互補完する形で「安全な母性の健康に関

する良質なサービスの向上」を目的として活動を展開している点で、極めて妥当性が高い。特に、

地域保健におけるリプロダクティブヘルスサービスの仕組みづくりと検証作業を行い、モデル事

業として現場に定着させる努力を行っていることは、保健システム強化の観点からも特筆される

取り組みであるといえる。

このような実施プロセスにおいて、プロジェクトが取り組んでいる「准看護助産師（Auxiliary 
Nurse Midwife：ANM）」の能力強化と環境整備は、コミュニティと保健システムを結ぶ重要なイ

ンターフェースとして保健システム全般の発展に大きく貢献していることが検証され、プロジェ

クトがとった戦略の有効性は高い。またプロジェクト実施チームが、現場できめ細かく専門技術

力と現地適応力を発揮できるよう支援体制を構築したことで、短期間で効率的かつ効果的に成果

を達成しつつあるといえる。現時点でプロジェクトのインパクトを評価するには時期尚早である

が、プロジェクトで能力開発が行われた ANM をはじめとする最前線の保健従事者の意識変化は

明確であり、保健システムの自立発展を促進する根幹的な基盤であると期待されるものである。

今後プロジェクトは、更なる保健システム強化と自立発展に向けて、プロジェクト専門家チー

ムがカタリスト（触媒）として機能するような支援体制を強化し、最前線の保健従事者を再活性

化することの意義を現場で実証しながら、保健従事者と保健行政官の潜在的なコミットメントを

引き出す努力が期待される。特に、研修制度の構築や他の周辺職種との協働体制の確立、保健行

政組織との指導監督支援体制の強化など、更なる仕組みの精緻化が重要である。加えて、実施対

象地域を越えた普及メカニズムの構築のため、プロジェクトの成果や教訓を、州や県の保健行政

官とともにまとめる作業を通して、インド保健省並びに関係省庁に強く働きかけ、保健システム

を切り拓く新たな地平の変化として内外に提唱していく努力も期待される。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

⑴　ANM の機能や役割に焦点をあてた活動を推進する

プロジェクトは、今後更に ANM の役割に焦点をあて、それを中心とした活動を展開する

必要がある。ANM のエンパワーメントやエンタイトルメントは、フロントラインにおける

医療サービスを促進するために、最も重要な要素である。その実現のためにプロジェクトが、

州政府の能力強化を図るカタリストとしての役割を演じることで、ANM 機能や役割を中心

としたフロントラインの医療制度が自動的に強化されると考えられる。この末端のサービス

への一点集中型（スペアヘッド）のアプローチは、他に類をみないが、州の医療制度やプロ

グラムの実施を補完し促進する取り組みとして、最も重要である。

⑵　プロジェクト対象地域全体に活動内容を普及（スケールアップ）させる

プロジェクトの中間地点にある今、普及（スケールアップ）を実現するための道筋を定め、

その実施体制を整えるための合同計画を策定する必要がある。対象地域において予定されて

いる活動は、（これまでのようなプロジェクトの主導の下ではなく）関係者間の協力の下に

実施される必要がある。さらに他の地域において、C/P の主導により活動が展開されること

が期待される。

⑶　プロジェクトの成果を公表し普及する場を設定する

プロジェクトは、関係者に対して、活動の進捗や成果について定期的に報告をし、その成

果を普及していく必要がある。さらに、そうした貴重な経験や成果が、プロジェクト関係者
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以外に対しても、広く共有されることが望ましい。そのために、インド政府、JICA インド

事務所や JICA 本部の主導により、国内外においてプロジェクトの成果が発表されるような

機会が設定される必要がある。

⑷　PDM の改訂について

プロジェクト活動の推進と、プロジェクトを取り巻く状況の変化を考慮して、現状に即し

て PDM とプロジェクト活動計画（Plan of Operatiuon：PO）を修正する必要がある。この修

正作業は、プロジェクトの残りの 2 年間におけるプロジェクトの方向性や活動内容について、

関係者全員が共通認識をもつよい機会となると思われる。

３－７　教訓

⑴　医療制度の発展における ANM の重要性

フロントラインに位置する ANM は、プロジェクト活動を通じて大きな変化をみせており、

フロントラインの医療サービス提供者として、その存在が認められるようになっている。エ

ンパワーメントやエンタイトルメントを通じた ANM の能力やその機能の強化体制を整備す

ることは、フロントラインレベルの医療サービスの改善だけでなく、州の医療制度全体の発

展に寄与するものである。

⑵　医療セクター発展のボトルネックとなるプロジェクトの取り組み

プロジェクトは、フロントラインレベルの医療体制に焦点をあてることで、州全体の医療

制度の改善を含む、包括的な医療制度の発展を促進している。日本人専門家とインド人専門

スタッフによる JICA チームの高度な専門性、強いつながり、リーダーシップや交渉能力は、

インドの社会経済状況に適した協力を可能とし、プロジェクト活動実施の促進要因となって

いる。

⑶　政策との協力体制とカタリストとしての JICA の存在の有効性

NRHM/RCH-II は、プロジェクト活動実施のバックボーンにもなっており、その成果を継

続発展させ、普及地域を拡大させるうえでの骨組となっている。そのなかで JICA プロジェ

クトは、専門的技術の移転や革新的なアイデアの提供を通じて、C/P 組織体系の強化を支

援するカタリストとしての役割を担っている。これは、不足した技術を補完する技術支援

（Technical Assistance：TA）ではなく、日本の技術支援の特徴を生かした技術協力（Technical 
Cooperation：TC）を行う、理想的な環境を生みだしている。

⑷　州の医療体制における制度化が期待される、質の高い研修モジュールや教材の有効性

プロジェクトは多数の質の高い研修モジュールや教材を開発しており、その一部は、既に

他の組織や関係者によって標準化され適用されており、今後、これらの研修教材は C/P によっ

て制度化されることが期待されている。 

３－８　フォローアップ状況

　　　 未定
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第１章　中間レビューの概要

１－１　調査の経緯と目的

インドは人口安定化を国家政策として重視しているが、低開発地域とされている北インドは、

いまだに「多産多死」の状況にある。プロジェクト対象地域であるマディヤプラデシュ（MP）州は、

最貧困州の１つであるとともに、妊産婦及び乳児死亡率は全国平均を大きく下回り、とりわけ農

村部の実態は劣悪である。

こうした状況を改善するためインド政府は、第 10 次 5 カ年計画（2002-2007）において、妊産

婦・乳幼児死亡率の引下げ目標を含む保健医療の改善を国家の重点課題と位置づけた。これを受

けて中央保健家族福祉省は各州政府に対する財政支援をインセンティブとし農村保健の包括的改

善をめざす「国家農村保健計画（2005-2012、NRHM）」を発表、同年母子保健分野の中核的推進

プログラムとして「リプロダクティブヘルス及び子どもの健康（2005-2010、RCH-2）」を開始した。

同政策は第 11 次 5 カ年計画（2007-2012）にも引継がれ、地方分権による保健セクター改革を通

じた農村母子保健の改善が国家政策の重点課題のひとつとして位置づけられている。

こうしたなか、安全な妊娠・出産に関する良質なサービスの利用が増加することを目的に、

MP 州保健家族福祉局（DoHFW）をカウンターパート（C/P）機関として、個別専門家派遣と

機材供与による「女性のリプロダクティブヘルスの向上及びエンパワーメントプロジェクト

（2005.9-2006.9）」が、同州 Sagar 地域の 2 県 4 郡をパイロット地区として実施された。この活動

を通じて有効と認められた方法を体系化し、地域全域（5 県 37 郡）に拡大した技術協力プロジェ

クト「MP 州リプロダクティブヘルスプロジェクト（フェーズⅡ）」の R/D が、2006 年 12 月に締

結された。本プロジェクトは、2007 年 1 月から 2011 年 1 月までの 4 年間を協力期間として実施

されており、現在、2 名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整兼保健情報管理システム）

が派遣されている。

本年（2009 年）1 月中旬にプロジェクト協力期間の中間点が過ぎたところ、2009 年 2 月 8 日～

27 日の日程で、中間レビュー調査が実施された。州保健家族福祉局（DoHFW）と合同でプロジェ

クトの活動実績や目標・成果の達成状況を総合的に検証し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性）の各視点から包括的な評価・分析を行い、評価結果を「合同評価

報告書」として取りまとめた。さらに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性につい

て確認し、協議結果を協議議事録として取りまとめ、インド側と署名により確認を行った。

１－２　調査団の構成

プロジェクトの評価は日本側調査団 4名とインド側 1名の評価委員による合同評価で行われた。

評価委員は以下のとおり。

＜日本側＞

担　当 氏　名 所属 / 役職

総括 杉下　智彦 JICA 国際協力専門員

協力企画１ 佐々木　結 JICA インド事務所　職員

オブザーバー 長野　悠志 JICA インド事務所　OJT 職員

評価分析 本間　まり子 インテムコンサルティング株式会社社会開発部コンサルタント
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＜インド側＞

氏　名 所属 / 役職

Dr. S.K. Shrivastava Joint Director, RCH Division, Department of Health and Family Welfare, 
Government of Madhya Pradesh

１－３　調査団派遣日程

評価団の派遣日程の詳細は以下のとおり。

Date Events
8th Sun Arrival at Delhi （Ms. Homma only, until 15th）
9th Mon Delhi > Jabalpur

Jabalpur > Damoh
Visit to SHC/PHC/CHCs for data collection
Visit SIHMC at Gwalior （Dr. Sasaki only）
Visit Gajra Raja Medical College, Gwalior （Dr. Sasaki only）

10th Tue Visit to VHND / interview to users and frontline team（ANM/LHV/Male Supervisor/MPW-
male）

11th Wed Visit to CHC/SHCs for interviewing to BMO/MO/SNs/ANM/LHV
12th Thu Interview to ANM/LHVs/Male Supervisor

Damoh > Bhopal
13th Fri Interview to Project staff
14st Sat Interview to Project staff/Data processing
15th Sun Data processing （Ms. Homma）

Arrival at Delhi （Dr. Sugishita only）
16th Mon Meeting with JICA India Office

Courtesy Visit to DEA, Ministry of Finance
Visit to Embassy of Japan

Delhi > Bhopal
17th Tue Internal meeting at the Project office 

Meeting with DfID
Bhopal > Jabalpur

18th Wed Visit to Tendukheda CHC, Sarra PHC and SHCs in Damoh District
Visit non-JICA-intervened SHCs and CHCs

19th Thu Visit to Damoh District Hospital, and CHC with Joint Director RCH, Chief Medical & Health 
Officer （CMHO） , Divisional Program Manager （Sagar division） and District Program 
Manager （Damoh district）

Damoh > Sagar
20th Fri Visit to Sagar District Hospital for meeting with Civil Surgeon of the Hospital, 

Visit to ANM Training Center （Sagar）
Meeting with the District Collector, Sagar

Sagar > Bhopal
21st Sat （Internal discussion, Preparation for the Joint Review Meeting）
22nd Sun （Internal discussion, Preparation for the Joint Review Meeting）

Dinner Meeting with DoHFW
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23rd Mon Mid-term Progress Report and Review Meeting for the Project
24th Tue Feedback to the Project and discussion for the future plan
25th Wed Bhopal > Delhi 

Report to JICA India Office
26th Thu Visit Ministry of Health and Family Welfare, Government of India 

Report to Embassy of Japan
Departure from Delhi

27th Fri Arrival at Narita

１－４　評価項目・評価手法

⑴　評価の手順

本調査では、日本側及びインド側の合同評価チームを編成し、これまでのプロジェクト活

動を調査、評価するとともに、今後の活動の方向性及び必要に応じて軌道修正の必要につい

て提言を行った。合同評価チームにおける合意事項を、合同評価報告書として取りまとめ、

合意内容をミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）にて確認した（付属資料 1.）。

⑵　評価手法

評価手法は、JICA 事業評価ガイドラインに基づき、プロジェクトの実績と実施プロセス

を確認し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の視点から評

価を行った。2006 年 12 月に R/D で締結された PDM（付属資料 2.）に基づいて、評価デザイ

ンが作成された。評価のデザインについては付属資料 3. の評価グリッドを参照。

情報及びデータ収集は、プロジェクト報告書などの既存資料及び関係者への半構造化され

た質問票に基づく面談によって行われた。面談者リストは付属資料 7.、面談記録は付属資料

8. を参照。

収集した情報は、まず日本側評価委員によって取りまとめられ、その後評価委員全員で評

価が行われた。会議議事録は、付属資料 8. を参照。

《評価 5 項目》

妥当性
プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が援助プロ

ジェクトの正当性・必要性を問う視点。

有効性
プロジェクトの実施により、目標がどれだけ達成され、本当に受益者もしくは

社会への便益がもたらされているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。

効率性
主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいはされるか）を問う視点。

インパクト
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果、

特に予期していなかった正・負の効果・影響をみる視点。

自立発展性
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは

持続の見込みはあるか）を問う視点。
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第２章　プロジェクトの実績と現状

２－１　投入実績

投入は、おおむね計画どおり実施されている。詳細な投入実績は、付属資料 4. を参照。

２－１－１　日本側投入実績

⑴　専門家派遣

本プロジェクトにおいて、2009 年 2 月末までに派遣された長期専門家は 2 名、短期専門

家は 2 名、44M/M の投入であった。

⑵　インド人スタッフ

本プロジェクトでは、6 名のインド人専門スタッフをプロジェクト事務所における専門

家として、11 名のインド人スタッフを県レベル以下のコーディネーターとして雇用して

いる。

⑶　C/P 研修実績

中間レビュー時点までに、本邦研修として 2008 年 1 月から 3 月まで「アジア地域安全

な出産のための助産師研修」に C/P2 名が参加した。ほかに、地域研修として、2008 年 2
月に日本で開催された「より安全な妊娠と出産戦略アジア地域ワークショップ」に C/P2 名、

2008 年 6 月にジョルダンにおいて開催された「Sharing Experiences & Learning from Good/
Successful Practices in the Islamic Communities」に C/P2 名とインド人専門スタッフ 1 名が参

加した。

＜研修実績＞

名前 タイトル 派遣期間

1）Midwifery Course for Safe Motherhood （大阪）

Ms. Jasmin V. Ram Staff Nurse, Hatta, Damoh District
2008 年 1 月 28 日～ 3 月 1 日

Ms. Rashmi Sen ANM, Panna District

2）Workshop on Safer Motherhood Strategy for Asia– Improvement of Conductive Environment for 
Mothers at the Community Level – （東京）

Dr. Lalit Behari 
Asthana

Deputy Director （RCH）, Government of 
Madhya Pradesh

2008 年 2 月 4 日～ 23 日
Dr. Jagdish Prasad 
Khare

Deputy Director （RCH/JICA）, 
Government of Madhya Pradesh

3）Sharing Experiences and Learning from Good/Successful Practices in the Islamic Region - JICA's 
Partnership for Reproductive Health -（ジョルダン）

Dr. Aboli Gore HRM Specialist, JICA/MP - RHP

2008 年 6 月 13 日～ 21 日Dr. Shashi Thakur Medical Officer, Sagar District

Dr. Tulsa Thakur Block Medical Officer, Damoh District
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⑷　在外事業強化費

2008 年 7 月末時点で、日本側の在外事業強化費として合計 2,031 万 7,800Rs（5,034 万 7,500
円相当）がプロジェクトの活動のために投入された。

２－１－２　インド側投入実績

⑴　カウンターパートの配置

2009 年 1 月末までのインド側 C/P として、州レベル（州保健家族福祉局）では、延べ

8 名配置された。地域レベルでは、DoHFW の地域担当次長（Regional Joint Director：RJD）

と NRHM/RCH- Ⅱの地域プログラム運営管理官（District Program Manager：DPM）が、県

レベルでは、DoHFW の県主席医療保健官（Community Medical and Health Officer：CMHO）

と NRHM/RCH- Ⅱの県プログラム運営管理官（DPM）が、C/P として、協力してプロジェ

クトに従事している。さらに、県レベル以下の医療施設と母子保健・リプロダクティブヘ

ルスに関連する公的保健医療従事者が、技術移転の対象として配置されている（詳細は、

付属資料 4-2 を参照）。

⑵　ローカルコスト負担

インド側によるローカルコスト負担としては、検診などに使用する印刷物の印刷費用や、

医療施設の改善に係る資金への投入がなされている。

２－２　活動実績

プロジェクト活動は、PDM に基づいておおむね計画どおり実施されている。これまで協力期

間は、パイロット地域における実証活動や、それを通じた研修や普及のためのツールの作成が行

われてきている。今後プロジェクト対象地域全体への普及（スケールアップ）の活動が進められ

る予定である。

上記のとおり、本プロジェクトは、インド政府及び MP 州政府が主導する国家保健プログラム

（NRHM/RCH-2）の枠組みの中に位置づけられており、その方向性に合わせて柔軟な対応が行わ

れている。プロジェクトの概念図は付属資料 9.、活動実績の詳細は、付属資料 5. を参照。

２－３　成果の達成度

パイロット地域において、成果はおおむね計画どおり達成されている。しかし、プロジェクト

対象地域全体への普及（スケールアップ）の取り組みは始まったばかりである。中間レビュー時

点（2009 年 2 月）までの各成果の達成実績は、以下のとおり。また、成果品リストは付属資料 6. を
参照。

⑴　成果１：ANM/LHV による助産業務の質が向上する。

プロジェクトは、ANC 研修を通じて ANM と LHV の助産業務能力の向上に取り組んでいる。

既に、パイロット地域ではほぼ達成されており、現在プロジェクト地域全体への普及（スケー

ルアップ）の取り組みが行われている。
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＜指標 1-1：安全な助産（SBA）に関する研修を受けた ANM/LHV の数＞

　　　・　 パイロット地域での活動を通じて、フェーズⅠで開発されたANCと熟練助産者（Skilled 
Birth Attendance：SBA）に関する研修手法が改善されさまざまな研修教材が開発された。

　　　・　�それをもとにプロジェクト対象地域である Sagar 地域の 5 県の講師 17 名を対象に、

ANC 研修の講師研修が実施された。

　　　・　�プロジェクト対象 5 県のうち、パイロット地域がある 2 県（Damoh and Tikamgarh）
のほぼ全員にあたる 318 名を対象に、ANM と LHV を対象に ANC 研修が実施され、

ANC研修のための簡易検診器具一式が配布された。また、同地域の 30名の看護師（Stuff 
Nurse：SN）は、産前産後ケア［出産時ケア（Intra Nataru Care：INC）/（Post Natal 
Care：PNC）］に関する研修を受講した。両研修の参加者の一部は、現任研修を受講した。

これらの研修を通じて、ANM と LHV は、既存の ANC 検診の種目より多い 10 ステッ

プの検診が可能になっている。

　　　・　 Tikamgarh 県の 14 名の看護師（SN）は、安全な助産に従事するための研修（SBA 研修）

を受講し、その一部は OJT も受け、実際に助産業務を行っている。

＜ 指標 1-2：基本的な SBA 知識・技術（及び通常技術）を習得し、日々の業務で活用してい

ると認められる ANM/LHV の数＞

　　　・　�ANC 研修の成果として、ANC 検診を定期的に実施する ANM と LHV の人数が増加

している。例えば、2008 年 10 月の時点で、Damoh 県の 4 郡（Tendukheda、Hatta、
Pathariya、Jabera） と Tikamgarh 県の 4 郡（Prithvipur、Baldevgarh、Badagaon、Niwari）では、

191 あるサブ保健センター（Sub-health Centre：SHC）のうち、99 カ所（52％）において、

定期的な ANC 検診が実施されている。

　　　・　�こうした実践を通じて、ANM は、専門的な知識や技術をもち MMR の減少に貢献す

るという自覚や実感をもち、仕事に対する興味や熱意をもつようになっている。

＜指標 1-3：ANM/LHV から基本的な SBA サービスを受けた女性の数＞

　　　・　�ANC 検診が定期的に開催されるようになったことで、受診する妊婦数も増加してい

る。例えば、Damoh 県の 2 郡（Hatta と Tendukheda）、Tikamgarh 県の 1 郡（Prithivipur）
において、合計 8,089 名（対象となる女性の 26.4％）が、3 回の ANC 検診を終了した。

対象地域としては、477 村のうちの 298 村において、定期的な SHC、もしくは ANM
の訪問による ANC 検診が開催されている。

　　　・　�ANC 検診を通じて、ANM が妊娠出産に関する初期サービスの提供者であると、コミュ

ニティが認識し、それまで ANM による働きかけを受け身で待っていた女性たちが、

自ら SHC を訪問して ANC 検診を受診したり、他の妊婦に受診を勧めるようになって

いる。

⑵　成�果２：対象地域の公的分娩施設（CHC、PHC）において清潔で安全な分娩ができるよう

になる。

プロジェクトは、清潔で安全な分娩を可能にするために、CHC と PHC だけでなく末端の

医療施設である SHC を含む公的分娩施設の衛生管理を促進することで、ANM による ANC
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検診率増加、異常妊娠ケースの早期発見、施設分娩に関する認識向上に取り組んでいる。

＜指標 2-1：施設分娩の割合＞

　　　・　�施設分娩数は、NRHM によって実施されている JSY スキームの影響で増加しており、

本成果を図る指標として適切ではなくなっている。

＜指標 2-2：施設・機材の衛生管理手順を遵守している CHC/PHC の割合＞

　　　・　�パイロット地域を含む 2 県の CHC と PHC は、プロジェクトによる技術的アドバイス

を受けて、妊娠病棟（Maternity Wing）の改善のための分娩室の整備や病棟の整備や

拡大と、医療廃棄物処理（Bio Medical Waste Management：BMW）に取り組んでいる。

　　　・　�同じく 2 県において、SHC の整備が、施設管理者である ANM により行われ、施設内

の医療機器や薬剤などの配置、衛生管理、壁を利用したサービス内容の明示などが行

われた。また、マイクロプランニングと呼ばれる業務計画の作成を通じて、定期的な

サービス提供が可能になっている。

　　　・　�これらの活動に、NRHM による活動支援資金の有効活用がなされている。

＜指標 2-3：公的分娩施設の質に対するコミュニティの満足度の向上＞

　　　・　�CHC/PHC は現在改善作業中であり、利用者が認識を変えたかどうか判断するには、

時期尚早であるが、SHC の整備については、施設の管理者である ANC たちの自覚や

意欲を促進するだけでなく、実際に利用者たちにその変化が認識されている。

⑶　成果３：郡医務官とそのチームによる ANM と LHV に対する監督がより密接に行われる。

プロジェクトは、ANM などのフロントラインレベルにおける確実で正確な情報収集、情

報のセクターレベルでの修正、郡レベルでのコンピュータによる集約、県レベルでのモニタ

リングや計画への活用という、段階的な体制強化に取り組んでいる。

＜指標 3-1：定期的に適切なフォーマットを用いて報告書を提出している ANM/LHV の数＞

　　　・　�ANM レベルでは、ANC 検診時に使用する既存の ANC カードを改良し、産前だけ

でなく産後健診結果を加えた母性保健カードを作成した。現在 Sagar 地域と隣の

Jabalpur 地域において採用されている。例えば、パイロット地域を含む Sagar 地域の 2
県では、2008 年 12 月までに少なくとも 328 名の ANM と LHV（59％）がこのカード

を使用し定期的な報告を行っている。カードの使用を通じて、検診期間の管理や、経

過の把握、上位施設などに搬送された場合の情報共有が可能になっている。家族計画

のアドバイスにも活用されている。

　　　・　�以前複数重複していた活動報告書類を見直し、必要な情報だけを集めた形でフォーマッ

ト（Form6）を修正した。さらに、報告期間や期限を明確に設定し、定期的な活動報告や、

監督者による管理やフィードバックを可能にした。

＜指標 3-2：定期的にエビデンスに基づく計画管理（EBPM）を実施している郡の数＞

　　　・　�郡レベルにおいて、パイロット地域を含む 2 県の全 13 郡において、コンピュータに
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よる管理システムが採用された。さらに、データ入力捜査員（Deta Entry Operator：
DEO）への新しい報告システムに関する研修が行われ、保健基礎データや NRHM で

採用されている報告データの入力方法が指導された。

＜指 標 3-3：保健マネジメントシステム（Health Management Information System：HMIS）ガイ

ドラインに基づき管理を実施している県の数＞

　　　・　�県レベルでは、上記 2 県に加えて Sagar 県において、DPM を情報管理責任者としたデー

タ管理制度が導入されている。

⑷　成果４：コミュニティによる安全な母性健康ケアに対する要求が増加する。

コミュニティに対しては、ミーティングやイベント、予防接種を通じた働きかけが行われ

ている。

＜指標 4-1：ANC 診断のために ANM と定期的にかかわっているコミュニティの数＞

　　　・　�成果１のとおり、ANC 検診を通じて ANM が定期的にかかわるコミュニティの数が

増加している。例えば、Damoh 県の 2 郡（Hatta と Tendukheda）、Tikamgarh 県の 1 郡

（Prithivipur）において、全 477 村のうちの 298 村において、定期的な ANC 検診が開

催されている。それにより、ANM による ANC 検診の質が向上しているとコミュニティ

から認識されるようになり、検診率の向上に結びついている。

　　　・　 伝統的な妊娠と母子の健康を祝う慣習（Gaod Bharai）に、栄養改善と予防接種を組

み合わせた村落保健栄養の日（VHND）の実施や、夫を対象に出産に関する意識向上

（Husbands’Quiz）等のイベント実施を通じて、フロントラインスタッフによるコミュ

ニティへの働きかけが行われている。特に、VHND では、女性・子ども省と協力し、

NRHM のフィールドワーカー（ASHA）と女性・子ども省のフィールドスタッフ（AWW）

との連携を通じた、効果的な実践を行っている。

　　　・　 これらの活動を通じて、ANM をはじめとしたフロントラインの能力が向上している。

例えば、住民を対象にした講義やカウンセリングを行う自信を得、コミュニティ活動

において、村議会（PRI）の代表を巻き込む重要性を認識するようになっている。

＜指標 4-2：施設分娩を促進しているコミュニティの数＞

　　　・　 上記のように、施設分娩数は NRHM プログラムにおける JSY スキームの影響より増

加しており、本成果を測る指標として適切ではない。しかし、プロジェクトを通じて、

金銭的インセンティブではなく健康のための施設分娩の必要性の認識が促進されてい

る。

２－４　プロジェクト目標達成の見込み

本プロジェクト目標は、「安全な母性の健康に関する良質なサービスを利用する妊婦や母親の

数が増加する」である。上記のように、パイロット地域においては主な成果は達成されつつある

が、プロジェクト目標達成のために、プロジェクト対象地域全体への普及（スケールアップ）の

取り組みが必要である。残されたプロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成するために、ス
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ケールアップを効果的に促進するべく、カウンターパートによる自発的な実践とそれを可能にす

る能力強化を行うといった、プロジェクトの活動内容や取り組み方法についての検討がなされる

必要がある。

２－５　実施プロセスの確認

本プロジェクトの実施プロセス・実施体制に関して、特にプロジェクトの進捗に影響を及ぼし

た事項を以下に記載する。

⑴　技術移転の方法

プロジェクトチームは、2 名の日本人専門家と、インド人専門スタッフによって構成され

ている。チーム内の関係は非常に良好であり、インド人スタッフの地元に根付いた知識やネッ

トワークが、これまでの導入時期におけるプロジェクトの成果を達成するうえでの促進要因

となった。しかし、チームによる強力な技術支援が、ときに C/P の役割を肩代わりするよう

な傾向もみられた。

⑵　マネジメント体制

プロジェクトマネジメントに関して、特に大きな問題はみられない。プロジェクトスタッ

フ間の人間関係やコミュニケーションは非常に良く、強力なチーム関係が築かれている。モ

ニタリングに関しては、頻繁なミーティングの開催や、出張ごとに報告がなされるものの、

定期的な会議や報告書の提出は設定されておらず、モニタリング体制が不明確である。また、

JICA本部や JICAインド事務所とのコミュニケーションには、多少隔たりがみられた。しかし、

本レビューを通じて、プロジェクトの方向性について共通の認識が得られた。

⑶　関係機関との連携

プロジェクトでは、2007 年と 2008 年にそれぞれ合同調整委員会（Joint Coodinating 
Committee：JCC）が開かれ、情報の共有や決定が行われた。また、一部の活動は、インド政

府や MP 州政府との協力体制により行われている。さらに、SIHMC や Gajra Raja 医科大学と

いった他の医療機関との連携体制が構築されつつある。一方、NRHM の下で活動するドナー

間の横のつながりは弱く、プロジェクトの持続可能性を確保するうえで、阻害要因になる可

能性がある。

⑷　プロジェクト対象者の参加度

プロジェクト対象者である ANM は、非常に積極的にプロジェクト活動に参加しており、

目覚ましい変化をみせている。間接的対象者であるコミュニティの住民たちは、ANM によ

るサービスの質が改善したことで、フロントラインの医療サービスの必要性を認識し、積極

的に ANC 検診などを活用するようになってきている。
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第３章　評価結果

３－１　評価 5 項目による評価結果

３－１－１　妥当性

　プロジェクトは以下の理由により妥当であると判断される。

⑴　政策における優先度

上記のとおり、本プロジェクトは、インド政府及び MP 州政府が主導する国家保健プロ

グラム（NRHM/RCH-2）の枠組みの中に位置づけられている。さらに、上位目標にも含ま

れる妊産婦死亡率の減少は、同国の MDG の達成にも貢献するものである。

JICA においても、保健医療分野に対する支援は、対インド国別援助計画において「貧

困削減」に貢献するものとして重点目標に位置づけられている。

⑵　対象地域・社会、ターゲットグループのニーズとの合致

プロジェクト対象である MP 州は、最貧困 4 州に含まれており、リプロダクティブヘル

ス指標において最も後発的な州のひとつである。妊産婦及び乳児死亡率は全国平均を大き

く下回っており、特にプロジェクト対象の Sagar 地域はその指標が低い。同様に農村部の

実態は劣悪であるため、対象地域としての選定は妥当である。

また、ANM などのフロントラインスタッフは、農村部へ直接サービスを提供する役割

を担っているが、その存在は評価されておらず、能力強化の機会も限られていた。そのた

めターゲットグループとして妥当であると判断される。

⑶　手法としての適切性

本プロジェクトは、フロントラインにある ANM の位置づけや機能に着目し、彼らの機

能強化や活動実施体制の改善をめざしている。このアプローチは、保健制度全体の発展の

ためのボトルネックの改善を可能にするものであると考えられる。また、設定された 4 つ

の成果は重要な要素であり、相互作用による効果も発現しており、プロジェクト目標を達

成するためのアプローチとして妥当であると判断される。

⑷　日本の協力の比較優位

上記のように、本プロジェクトは、NRHM/RCH-II の中に位置づけられており、同プ

ログラムがプロジェクト活動実施や、成果を継続発展させ普及地域を拡大させるうえで

のバックボーンとなっている。そこでのプロジェクトは、専門的技術の供与や革新的

なアイデアの提供を通じて DoHFW の組織体系の強化を支援する、カタリストにすぎな

い。これは、インドにおいてよくみられる、不足した技術を補完する技術援助（Technical 
Assistance：TA）のアプローチではなく、日本の技術移転の特徴である、技術協力（Technical 
Cooperation：TC）を通じた C/P の能力強化の取り組みが効果的である。 
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⑸　プロジェクトを取り巻く環境の変化

プロジェクト目標や成果の指標になっている「施設分娩の数」は、NRHM によって実施

されている JSY スキームの影響で増加している。これは、プロジェクト目標達成の促進要

因になっているが、プロジェクトの達成度を図る指標として適切ではなくなっている。

３－１－２　有効性

　以下の理由により、プロジェクトの有効性は高いと判断される。

⑴　プロジェクト目標の達成の見込み

上記のように、パイロット地域においては主な成果は達成されつつあるが、プロジェク

ト目標達成のためには、プロジェクト対象地域全体への普及（スケールアップ）が必要で

ある。残されたプロジェクト期間中にプロジェクト目標を達成するために、スケールアッ

プを効果的に行うべく、プロジェクトの活動内容や取り組み方法について再検討される必

要があると思われる。

また、指標のひとつとなっている熟練技術者の立ち会いのもとでの分娩数の増加は、上

記のように、施設分娩に金銭的なインセンティブを提供する国家スキームにより促進され

ており、プロジェクトの達成を測る指標として適切ではなくなっている。今後、普及（ス

ケールアップ）や、C/P による自発的な取り組みの促進、それを可能にする能力強化等を

推進するために、PDM の成果や指標を修正する必要があると思われる。

⑵　設定されている成果の適切性

プロジェクト目標達成を促進する最も大きな内部要因として、ANM による ANC 検診の

質の改善が挙げられる。設定された 4 つの成果は、その実現を促進するだけでなく、相互

に関連しあって相乗効果を生みだしており、プロジェクト目標達成に効果的であると判断

される。しかし今後、プロジェクト対象地域全体への普及（スケールアップ）のための活

動や成果が必要となるだろう。

⑶　促進要因・阻害要因

上記のように、ANM による ANC 検診の質の向上は、直接的にプロジェクト目標の達成

に結びつくだけでなく、プロジェクト関係者の意識を高め、プロジェクト活動全体を遂行

する牽引力となっている。また、頻繁な関係者によるプロジェクトサイトの訪問は、モニ

タリング効果だけでなく、フロントラインのやる気を刺激するものとして有効である。

プロジェクトチームのインド人スタッフの、地元に根付いた知識やネットワークは、柔

軟かつ適切なプロジェクト活動実施を可能にし、プロジェクトの成果を達成するうえでの

大きな促進要因であったと考えられる。しかし、チームによる強力な技術支援が、ときに

C/P たちの役割を肩代わりするような傾向もみられた。さらに、C/P である DoHFW 内で

頻繁に異動が行われており、また多くが空席のままである。こうした C/P 側のプロジェク

ト参加体制は、活動実施や自立発展性を確保するうえで、阻害要因となり得る。

また、郡と県の両レベルにおいて、他ドナーなどとの横のつながりは弱く、今後のスケー

ルアップのための活動において、阻害要因となり得ると考えられる。 
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⑷　成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件

PDM において設定されている外部条件は、現在までのところ充足されている。

３－１－３　効率性

 　以下の理由により、現在のインドの状況において、プロジェクトは効率的であると判断され

る。

⑴　成果の産出状況

主な成果は、パイロット地域において、おおむね計画どおり達成されている。しかし、

それ以外の地域、特に対象 5 県のうちパイロット地域を含まない 3 県における活動はまだ

始まったばかりである。今後プロジェクト地域全体への普及活動が進められる予定であり、

その実施状況により、成果の達成度が影響されると判断される。

⑵　成果の産出の促進要因・阻害要因

プロジェクトが、フロントラインにある ANM の位置づけや機能に着目し、彼らの機能

強化や活動実施体制の改善をめざしたことは、各成果を達成する促進要因となるばかりで

なく、保健制度全体の発展のためのボトルネックの改善を可能にすると考えられる。

また、フロントラインのスタッフ間の役割分担やチーム内の協力体制の整備もまた、活

動実施における促進要因となっており、今後その体制が更に強化されることが期待される。

コミュニティでの活動における ASHA や AWW といったコミュニティに密着したフィール

ドワーカーとの連携も、VHND などのコミュニティでのイベント開催時だけでなく、定期

的な ANC 検診においても、対象となるコミュニティ女性へのアウトリーチ（告知や当日

の声かけなど）を容易にし、活動の促進要因となっている。

これらの活動実施において、プロジェクトのブロックコーディネーター（BC）たちの

役割は大きく、郡レベル以下の関係者のネットワークを構築し、問題解決をサポートし、

やる気を促進する要因となっている。現在、政府によって郡（NRHM）プログラム運営管

理官（Block Programme Manager：BPM）と呼ばれる同様の位置づけにあるオフィサーの採

用が進んでおり、今後 BC の役割が担われることが期待されている。

⑶　投入の適切性

投入内容に関しては、予定どおり実施されており、量及びタイミングについて大きな問

題はみられない。インド政府側の状況を大きく考慮した形での投入となっているが、今後、

NRHM や州政府の自発的な投入による活動実施が期待される。

1）日本側の投入

プロジェクトは 2 名の日本人専門家に加えて、インド人スタッフ 15 名（6 名の専門

スタッフと 9 名のコーディネーター）が雇用されている。彼らは、インドの医療制度

に関する知識をもっており、日本人専門家と比較して、経済的であるだけでなく、効

率的な活動を可能にしている。治安や文化的に女性が受け入れられにくい社会状況を

考慮して、県レベル以下のフィールドコーディネーターは、全員男性が採用されている。
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2）インド側の投入

インド側の投入は、「2-1 投入実績」の項で確認されたとおり、おおむね予定どおり

実施されている。しかし、C/P である DoHFW 内で頻繁に異動が行われている。例えば、

州レベルの C/P であるコミッショナーは、プロジェクト開始時から 3 回交代している。

また多くのポストが空席のままにされており、プロジェクト活動を実現するための阻

害要因となっている。また、対象地域では、治安の関係や文化的に女性が受け入れら

れにくい状況を考慮し、C/P は男性の比率が非常に高い。

今後普及（スケールアップ）を行ううえで、インド側の投入による自発的な取り

組みが期待されている。それに伴い、従事するスタッフの増強も考えられる。例え

ば、郡レベルのコーディネーターの役割を担うため、DoHFW は、新たに BPM（Block 
Programme Manager）というポストを設置し、現在選定中である。

⑷　活動実施における外部条件

設定されている外部条件である「プロジェクトの対象となる病院・診療所に医療従事者

が適切に配置されている」は、上記のように空席ポストが多く、十分に充たされていない。

その対応のために、現在は同じフロントラインのチーム内で、調整が行われている。今後

フロントラインのチームの体制を強化するうえで、対応がなされる必要があると思われる。

３－１－４　インパクト

プロジェクトの上位目標の達成の見込みについて判断するには、時期尚早である。しかし、

これまでの活動を通じて、以下のような波及効果が生じている。

⑴　ターゲットグループへの波及効果

最も大きな波及効果は、専門的技術をもったサービス提供者としての自信や自覚、熱意の

獲得といった ANM の変化である。こうした変化に伴い、適切な ANC 検診を通じて、異常

妊娠が早期に発見され大きな医療施設に転送されたケースも確認されている。また、ANM
たちの変化はコミュニティの住民たちにも認識され、専門的技術をもったサービス提供者と

してその存在が受け入れられ、尊重されるようになってきている。

一方で多目的保健要員［Multi-purpose（Health）worker：MPW-males］たちは、特に研修な

どの支援は受けておらず、技術力が不足したままである、もしくはプロジェクトから排除さ

れているといった印象を受けている。

また、社会階層やジェンダーに関しては、特に積極的な取り組みはなされていないが、プ

ロジェクトのアプローチを通じて、プラスの波及効果が生じていることが期待されている。

今後、更なる積極的なアプローチや、プロジェクト活動を通じた変化が確認されることが期

待される。 

⑵　C/P への波及効果

他の医療関係者、特に医者や看護師たちもまた、ANM の技術力や重要性を認識するよう

になっている。さらに、ANM たちの変化は、Male supervisors や MPW-males といったほかの

フロントラインワーカーを刺激し、彼らのやる気を促進している。
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３－１－５　自立発展性

自立発展性の確保に向けて、以下のような取り組みがなされることが期待される。

⑴　政策・制度面

プロジェクトは国家、州レベルのプログラムである NRHM/RCH-II の中に位置づけられ

ている。そのため、現在プロジェクトで実施されている活動は、同プログラムが終了する

2012 年までは、同プログラムに引き継がれることが期待されている。自立発展性の確保

のため、今後 MP 州政府から、経済的政策的に強いコミットメントが提示されることが期

待される。

また、プロジェクトの成果が、州の保健制度内において継続されるよう、制度化への取

り組みが必要である。特に ANM などのフロントラインのスタッフたちの活動への支援が、

州の政策やプログラムにより継続されるよう、医療制度の整備が期待される。例えば、（州

立保健管理コミュニケーション研究所（SIHNC）や Gwalior 県にある Gajra Raja 医科大学

などの政府の保健関連機関との連携が確立することが期待される。

⑵　実証活動を通じて移転した技術の定着度

ANM たちは、プロジェクトが終了しても、習得した技術を継続して活用し、サービス

を提供していく能力と自信を獲得している。また、ANM の活動を通じて良質なサービス

を経験したコミュニティは、その継続を求めており、安全な母性健康ケアに対するコミュ

ニティの要求は確実に増加している。そのため、プロジェクト終了後にサービスの質が低

下することはサービス受益者に受け入れられ難いものと思われ、質は維持されると期待さ

れている。

しかし、実施体制において、プロジェクトのコーディネーターが果たす役割は大きい

ため、それを補うような実施体制の整備が必要となるだろう。例えば、フロントライン

チーム（ANM、MPW、LHV、Male Supervisor）内の役割分担や、監督者（LHV や Male 
Supervisor）の管理能力の強化が必要である。空席ポストが多い地域では、このシステム

が機能しない可能性が高いため、対策がとられる必要がある。

⑶　効果を持続させるための促進要因

本プロジェクトは NRHM/RCH-II の中に位置づけられており、JICA プロジェクトは、専

門的技術の供与や革新的なアイデアの提供を通じて、C/P である DoHFW の組織体系の強

化を支援する、カタリストとして位置づけられる。そのため、単に不足した技術を補完

する技術支援（Technical Assistance：TA）ではなく、技術協力（Technical Cooperation：TC）
が実現することで、自立発展性の確保が促進されると考えられる。

３－２　教訓

⑴　医療制度の発展における ANM の重要性

フロントラインに位置する ANM は、プロジェクト活動を通じて大きな変化をみせている。

例えば、ANC 検診などを通じて、直接コミュニティの住民たちへ働きかけやアドバイスを

行うことで、フロントラインの医療サービス提供者として、その存在が認められるようになっ
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ている。プロジェクトは、さまざまな研修手法や教材の開発を通じた支援と、フロントライ

ンの活動体制の整備を通じたサービスの強化を支援してきた。このようなエンパワーメント

やエンタイトルメントを通じた ANM の能力や機能の強化は、フロントラインの医療サービ

スの改善だけでなく、州の医療制度全体の発展に寄与するものであると考えられる。

⑵　医療セクター発展のボトルネックとなるプロジェクトの取り組みの重要性

上記のように、プロジェクトは、フロントラインレベルの医療体制に焦点をあてることで、

州全体の医療制度の改善を含む、包括的な医療制度の発展を促進している。日本人専門家と

インド人専門スタッフにより構成されたプロジェクトチームは、高い専門的経験や知識を有

しており、現場の問題に適応した緻密な支援を行っている。こうしたチームメンバーの高度

な専門性、強いつながり、リーダーシップや交渉能力は、インドの社会経済状況に適した協

力を可能とし、プロジェクト活動実施の促進要因となっている。

⑶　政策との協力体制とカタリストとしての JICA の存在の有効性

上記のように、本プロジェクトは NRHM/RCH-II の枠組みの中に位置づけられており、同

プログラムの存在が、プロジェクトによる成果を継続発展させ、普及地域を拡大させるうえ

での骨組となっている。その中で JICA プロジェクトは、専門的技術の移転や革新的なアイ

デアの提供を通じて、C/P である DoHFW の組織体系の強化を支援するカタリストとしての

役割を担っている。これらは、不足した技術を補完する技術支援（Technical Assistance：TA）

ではなく、二国間援助を通じた日本の技術支援の特徴を生かし、C/P の能力強化を可能にす

る、技術協力（Technical Cooperation：TC）を行うための理想的な環境を生みだしている。

⑷　州の医療体制における制度化が期待される質の高い研修モジュールや教材の有効性

プロジェクトは、プロジェクト期間の前半 2 年という短期間において、多数の質の高い研

修モジュールや教材を開発している。こうした研修ツールの一部は、既に他の組織や関係者

によって標準化され適用されており、今後、C/P によって制度化されることが期待されてい

る。まずは、その標準化の作業が、研修の普及（スケールアップ）を促進するための足がか

りになると考えられる。 

３－３　提言

⑴　ANM の機能や役割に焦点をあてた活動を推進する

プロジェクトは、今後更に ANM の役割に焦点をあて、それを中心とした活動を展開する

必要がある。ANM のエンパワーメントやエンタイトルメントは、フロントラインにおける

医療サービスを促進するために、最も重要な要素である。その実現のためにプロジェクトが、

州政府の能力強化を図るカタリストとしての役割を演じることで、ANM の機能や役割を中

心としたフロントラインの医療制度が自動的に強化されることになると考えられる。この末

端のサービスへの一点集中型（スピアヘッド）アプローチは、他に類をみないが、州の医療

制度やプログラムの実施を補完し促進する取り組みとして、最も重要であると考えられる。
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⑵　プロジェクト対象地域全体に活動内容を普及（スケールアップ）する

プロジェクト活動の普及（スケールアップ）は、C/P 機関の強い要望でもある。プロジェ

クトの中間地点にある今こそ、普及（スケールアップ）を実現するための道筋を定め、その

実施体制を整えるための合同計画を策定する時期にきている。プロジェクト対象地域におい

て予定されている活動は、これまでのようなプロジェクトの主導ではなく関係者間の協力の

下に実施される必要がある。さらに他の地域における普及（スケールアップ）の取り組みが、

C/P の主導により実現されることが期待されている。

⑶　プロジェクトの成果を公表し普及する場を設定する

プロジェクトは、関係者に対して、活動の進捗や成果について定期的に報告をし、その成

果を普及していく必要がある。さらに、そうした貴重な経験や成果が、プロジェクト関係者

以外に対しても広く共有されることが望ましい。そのために、インド政府、JICA インド事

務所や JICA 本部の主導により、国内外においてプロジェクトの成果が発表されるような機

会が設定される必要がある。

⑷　そのほかの詳細活動に対する提言

① 　ANM や LHV などの研修メカニズムが、SIHMC や Gajra Raja 医科大学などの関係機関と

の連携を通じて制度化される必要がある。

② 　ANM の機能を強化するために、専門的なサービス提供を促進するための支援メカニズ

ムが確立される必要がある。

③ 　ANM、LHV、Male Supervisor、MPW-male の 4 職種の間で構成されるフロントラインチー

ムにおいて、明確な役割分担や、それぞれに必要な現任研修の実現といった、機能強化に

向けた取り組みが必要である。

④ 　各プロジェクト対象地域の代表によるワーキンググループが設立され、それぞれの経験

を共有することで、共通のビジョンをもち、組織としての知識が蓄積される必要がある。

⑤ 　プロジェクト活動の自立発展性を確保するためにも、州政府の下で協力を行うドナー間

の連携が強化される必要がある。

⑥ 　プロジェクト活動の内容を明確化し意識化を図るために、ANM の位置づけに焦点を置

いた活動を象徴するような、親しみのもてるニックネームやスローガンを設定する必要が

ある。

⑸　PDM の改訂について

プロジェクト活動の推進と、プロジェクトを取り巻く状況の迅速な変化を考慮して、PDM
と PO を修正することが必要と思われる。この修正作業は、プロジェクトの残りの 2 年間に

おけるプロジェクトの方向性や活動内容について、関係者全員が共通認識をもつよい機会と

なると考えられる。
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第４章　団長所感

プロジェクト対象地域であるマディヤプラデシュ（MP）州は、インド国内における最貧困州

の１つとして位置づけられ、妊産婦及び乳児死亡率は全国平均を大きく下回っている。このよう

な背景から、プロジェクトは、「安全な母性の健康に関する良質なサービスの向上」を目的とし

て活動を展開している。

活動の実施にあたりプロジェクトでは、2 名の日本人長期専門家（チーフアドバイザー、業務

調整兼保健管理情報システム）と優秀な現地専門スタッフがチームを組むことによって、C/P に

寄り添いながら現場できめ細かく専門技術力と現地適応力を発揮できるような支援体制を構築し

たことで、プロジェクト開始後 1 年半という短期間で効率的かつ効果的に成果を達成しつつある

といえる。

プロジェクトの政策的な特徴は、インド政府が推進する RCH-2 を、政策実施を相互補完する

形で実証・展開させてきていることである。インド政府は、保健医療の改善を国家の重点課題と

位置づけ、巨額の予算を充当し、農村保健の包括的改善と地域保健における周産期保健・医療の

改善をめざしている。しかし、施設改修、人材育成、緊急産科の拡充、施設分娩に対する奨励金

の拠出などのアイデアが性急に実施に移されていくなかで、本プロジェクトが、「実際にどのよ

うにすればアイデアが機能するのか」という仕組みづくりと検証作業を行い、モデル・システム

として現場に定着させる努力を行っていることは、保健システム強化の観点からも特筆される取

り組みである。

このようにプロジェクトは、リプロダクティブヘルス分野における保健システム強化に正面か

ら取り組んだ挑戦的な案件であるといえる。つまり、中間レビューでは、プロジェクトが戦略的

に取り組んでいる「准看護助産師（Auxiliary Nurse Midwife：ANM）」の能力強化と環境整備が、

保健システム全般の発展に大きく貢献していることが確認された。なかでも、プロジェクトで能

力開発が行われた ANM をはじめとする最前線の保健従事者の意識変化は、プロジェクトが達成

した成果のなかで最も重要なものであり、今後の保健システムの自立発展を促進する根幹的な基

盤であると考えられた。

またインド側の自助努力を促進するために、プロジェクト専門家チームがカタリスト（触媒）

として機能することによって、ANM 自身が、確かな技術力に裏づけられたプロとしての自覚と

自信を深めてきている心境変化は、中間レビューのインタビューでも明示的であった。プロジェ

クトの活動を通して、ANM をはじめとする保健従事者のモチベーションを高め、潜在的なコミッ

トメントを引き出すことに成功したことは、単なる技術支援（technical assistance）を越えた技術

協力（technical cooperation）としての革新的な成果であると評価される。

今後は、プロジェクト活動の進展に伴って、保健従事者自身の能力と役割の変化が加速される

ことによって、コミュニティと保健行政システムとの信頼関係が更に強固なものとなり、保健サー

ビスの利用が増大してくることが期待される。また、周辺職種（ASHA、AWW、Male Supervisor など）

との連携強化や ANM 自身の努力による職場環境の改善によって、事業の効率性や安全性が向上

してきていることも重要な変化であると思われ、今後の展開に注目しなければならない。

地域住民との接点である ANM の機能の改善と拡大というプロジェクトの戦略は、保健サービ

ス提供側の体制強化を進めてきていたインド保健省にとって、大変意義のあることであると思わ

れる。これまでともすると末端医療従事者として軽視される傾向にあった ANM を、保健システ
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ムとコミュニティを結ぶためのボトルネックとしてとらえ、再活性化することの意義をプロジェ

クトが現場で実証してきたという点は、インド保健省にとっても大きな貢献であると考えられ

る。このように、プロジェクト成果を、保健システムを切り拓く新たな地平の変化として捉え、

インド政府のみならず周辺諸国とも情報を共有していかなければならないと思われた。

今後は、ANM 強化という柱を中心課題に据え、研修制度の構築や他の周辺職種との協働体制

の確立、保健行政組織との指導監督支援体制の強化など、仕組みを精緻化していく必要があると

思われる。さらにプロジェクトが国家プログラムを推進するブレインとして機能していることへ

の認識が高まりはじめていることを受け、プロジェクトの方向性としては、これまでのモデルの

確立という実証作業から、州や県の保健行政の組織強化を通したプロジェクト成果の普及、政策

提言や制度化への取り組みなど、自立発展を促すような事業展開としての発展が期待される。

最後に、マディヤプラデシュ州リプロダクティブヘルスプロジェクト（フェーズⅡ）は、

ANM という最前線の医療従事者の機能強化に着目し、保健システム全般の改善をめざしたキャ

パシティ・ディベロップメント事業である。またプロジェクトの戦略、事業形態、実施体制などは、

実証的かつ革新的な示唆に富んでおり、JICA 保健分野での取り組みのみならず、開発パートナー

や国際機関にとっても大変教訓的なプロジェクトであると思われる。今後、プロジェクトの終了

に向けて、現場でのモデル構築、成果の普及、政策提言、C/P の自立発展に注目していくとともに、

日本国内外におけるプロジェクト支援体制を強化していかなければならない。
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